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2025年 2 月15日～2025年 ３ 月14日の主な出来事

2.17 熊本市の当初予算、 2 年連続最大
熊本市が17日開会の市議会に提出した2025年
度一般会計当初予算案の総額は、前年度比
4.5％増の4,193億円となり 2年連続で過去最
大となった。重点事項に位置付ける「慢性的
な交通渋滞の解消」に112億円、「半導体関連
企業の熊本進出に伴う諸課題への対応」に11
億円を計上した。

2.19 半導体インフラ整備、県に51億円
内閣府は19日、半導体などの生産拠点形成を
後押しする「地域産業構造転換インフラ整備
推進交付金」の配分額を発表した。総額89億
5 千万円を熊本、北海道、岩手、広島の 4
道県に配分。熊本県は51億4,300万円とした。
県は道路整備や工業用水道の整備などに充て
る。

2.21 半導体の新たな業界団体が発足
半導体の新たな業界団体「くまもと半導体グ
リーンイノベーション協議会」が21日、発足し
た。ソニーセミコンダクタマニュファクチャ
リングの山口宜洋社長が会長に就任。TSMC
子会社のJASMや東京エレクトロン九州も名
を連ねた。国内外の企業や団体と連携するこ
とで豊かな社会の実現に貢献するとしている。

2.27 菊陽町、固定資産税14億円増で
「不交付団体」へ
菊陽町は27日、国からの普通交付税を歳入とし
て計上せずに2025年度一般会計当初予算案を町
議会に提出した。これにより、国からの普通交
付税がない「不交付団体」となる見通しになっ
た。TSMCの熊本第 1工場稼働の影響などで、
固定資産税が14億円以上増えると見込んでいる。

2.27 熊本市、週休 3 日制を 4 月から試行
熊本市の大西一史市長は27日の市議会一般質
問で、 4月から職員の週休 3日制を試験的に
運用すると明らかにした。2025年度中に本格
導入することを目指す。子育てや介護の状況
に応じたワークライフバランスを推進するこ
とで、人材の定着や確保につなげたいと述べ
た。

3.5 県内の半導体関連企業、
263億円投資予定
熊本県の木村敬知事は 5日の県議会代表質問で、
TSMCの菊陽町進出が明らかになった2021年
秋以降、県内の半導体関連企業の投資予定額が
263億 1 千万円になったと明らかにした。地場
企業を対象に工場の新・増設を支援する補助金
の半導体関連企業の認定件数13件から算出した。

3.6 3 月県内景気「回復」 日銀熊本支店
日銀熊本支店は 6日発表した 3月の金融経済
概観で、熊本県内の景気を「回復している」
と判断し、前月から据え置いた。個人消費は
「緩やかに回復している」を維持。生産は「高
水準で推移」を据え置いた。先行きについて
は、企業の賃金・価格設定行動などの影響を
注視していく必要がある、とした。

3.6 熊本観光、消費単価の引き上げを
日銀熊本支店は 6日、半導体関連企業の集積
を受けてインバウンドが増加している熊本県
内の観光について、消費単価の引き上げが課
題などとする特別調査結果を発表した。外国
人客の観光消費単価が九州で首位の福岡の半
額以下にとどまっていると指摘。交通インフ
ラの改善を図ることなどが重要とした。

3.6 県、営農継続へ代替農地を整備
熊本県は 6日、半導体関連企業の集積で農地
の転用が進む状況を受け、まとまった代替農
地を整備する方針を示した。2024年末までに
菊池管内で239ヘクタールの農地が転用され、
さらなる増加も見込まれるため。畜産農家の
飼料用作物の作付けのために、ＪＡ熊本経済
連が所有する旧大津牧場跡地を活用する方針。

3.12 県内景況、 4 期連続プラス
九州財務局が12日発表した 1～ 3月期の法人
企業景気予測調査によると、熊本県内の景況
判断指数は全産業でプラス1.7と、 4四半期
連続でプラスを維持した。プラス幅は過去最
高だった昨年10～12月期のプラス19.3からは
縮小した。製造業はプラス16.2。非製造業は
マイナス4.9だった。
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